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1 C2 R&D 購買力平価の 開発 

0 木場 隆夫 ( 科学技術政策研究所 ) , 作間 通雄 ( 専修大学 ) , 
菊池 純一 ( 青山短期大学 ) 

1 .  軒先の日的 

研究開発活動に 投入される 諸 財を分析することによって、 研究開発費に 適切な 

通貨換算レートを 計算する。 これに ょ り、 各国間の実質的な 研究開発の量の 比較 

を 可能とする。 また、 各国間の研究開発コストの 比較を容易にする。 

2 . 研究の背景 

研究開発費は 科学技術活動の 図 Ⅰ 一 1  各国の研究開発費 ( 為替レート換算 ) 

基本的な指標であ る。 各国の比 309 ト円 

較 もしはし ば 行われる。 その際、         
通貨換算に用いるレートには 注           

意 が必要であ る。 為替レートは 209 ト 円       米国   
変動幅が大きいことから、 それ 

による換算では 時系列的な研究   日本   
10 兆円                                     

開発費の動きはとらえづら ぃ 。 
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しているので、 換算した結果が @ Ⅰ D @ 打 s @ 叱り @ Ⅰ l5 年 
研究開発費によって 実際に購入 

国 1 一 2  き国の研究開発費 CGDP 購買力平価換算 ) 

できる財の量を 表さない。 

そのため、 0 E C D の G D P  30 兆円                       米国   
購買力平価による 研究開発費の       
換算も行われている。 ( 図 1 一 
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P 購買力平価は、 消費財を中心 
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に 算定されていることから、 そ 10 兆円                                                                                     

  
れも研究開発費への 適用には 限 - 一 ドイツ   二 ----- 一 --- プ 
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3 . R & D 購買力平価の 算定 

( 1 ) 算定方法 

0 E C D 及び E S C A P の発表している 購買力平価の 各 G D P 支出項目別の デ 

一夕を利用し、 それらの値を 研究開発費の 使途に応じて 集計し直すことにより、 

R & D 購買力平価を 試算した。 1 9 8 5 年を基準年とした。 手順は概要以下のよ 

う 

①研究開発費の 各費目に対応する 購買力平価の 値を決める。 

②それらを各国について、 それぞれ研究開発費の 構成比をウェイトとして 加重平 

均する。 

③各国の値の 比をとる。 

④ 1 9 8 5 年以降の年については、 0 E C D に倣い、 1 9 8 5 年の購買力平価を 

基 に物価指数等を 用いて推計している。 

( 2 ) 各費目の購買力平価についての 仮定 

研究開発費の 各費目の購買力平価の 値に対し、 G D P 購買力平価の 細目データ 

のうち、 それぞれ以下のように 対応するとした。 

①人件費は、 公務、 教育部門の購買力平価が 対応。 

②機械・器具・ 装置等には、 固定資本形成のうち 械 設備部門の購買力平価が 対応。 

③その他の経費 ( 経常費 ) については、 電力、 通信、 出版印刷等の 主に個人消費 

に 関連する項目の 購買力平価が 対応。 

4 . 算定結果 

日米仏 独英 韓国の 6 カ国間について R & D 購買力平価を 算定した。 ( 図 2 ) 

図 2  日本の R & D 購買力平価、 為替レート、 G D P 購買力平価 

の 推移 ( 円 イドル ) 

一館 B 町打力平価 - …為替 レト ‥・ G 帝牡寅力 平価 
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  1 ) 円の対米ドルレートは、 1 9 9 2 年に R & D 購買力平価は 1 ドル 1 6 2 円 

となり、 G D P 購買力平価は 同 1 9 5 円なので ( いずれも 1 9 8 5 年を基準とし 

た 延長推計値 ) 、     p 購買力平価より 約 1 7 % の円高と計算される。 同年、 為 

替 レートは同 1 2 8 円。 

( 2 ) 仏 フラン、 英ポンド、 韓国ウォンも ドルに対して 同様に 、 R & D 購買力 平 

価は G D P 購買力平価よりも 自国通貨の購買力が 強い。 

( 3 ) 米国の研究開発費の 日本円への換算を、 ここで求めた 化 & D 購買力平価と、 

G D P 購買力平価、 I M F 為替レートを 用いて比較した。 

1 9 9 2 年において米国の 研究開発費は 、 R & D 購買力平価では 日本の約 2 . 0 

倍 になる。 これは G D P 購買力平価換算では 日本の 2 . 4 倍になる。 また、 為替 

レート換算では、 日本の約 1 . 6 倍にとどまる。 

5 . R & D 購買力平価の 利用 

R & D 購買力平価は、 国際問題を論じる 際に良く発生する 通貨換算に関するも 

のなので、 科学技術に関し 利用の余地が 広い。 また、 この算定手法は 研究開発に 

限らず、 他の特定分野 ( ex 防衛等 ) の実質換算レートの 計算にも応用可能。 

( 1 ) 各国の科学技術活動の 理解 

( 2 ) 企業の研究開発国際化の 分析 

日本と外国の 研究開発におけるコストの 差が問題になる       があ る。 

R & D 購買力平価は 原理的に各国における 研究開発コスト 比を表すものであ る。 

そのようなコストの 違いが研究開発の 国際化に影響を 及ぼすと考えることも 不可 

能 ではないであ ろう。 

例えば 「日本の企業が 外国において 支出する研究開発費の 額」 と 「為替レート 

と R & D 購買力平価の 比」 は、 タイムラグを 置いた 逆 相関関係が想定され ぅる 。 

かって、 海外における 自由な研究風土が 基礎研究にふさわしいことが、 研究開 

発 海外立地の一因として 言われたことがあ る。 むしろ、 円高等に因る 海外生産の 

増加にひきづられる 形で、 日本企業の研究開発拠点の 海外立地が進行したと 考え 

る 根拠を与えるのではないであ ろうか。 

供
 

提
 

を
 

タ
 
 
 

リ
 
ア
 

礎
 

基
 
@
 

 
 究
確
 

研
明
 

 
 

的
の
 

5
 
3
 

量
造
 

 
 

計
構
 

捺
格
 

国
価
 

0
6
 

孫
す
 

関
関
 

の
に
 

潜
入
 

経
投
 

と
の
 

術
発
 

披
閲
 

学
究
 

科
研
 

 
 3
 
4
 

 
 



6 . 結論 

( 1 ) 研究開発費に 0 E C D 等の G D P 購買力平価を 使 う のは要注意 

「 G D P 購買力平価の 各項目」 と 「研究開発費の 費目」 は構成が大きく 異なる。 

したがって、 G D P 購買力平価は、 研究開発費の 国際的価格水準を 正確に反映す 

るものとはいえない。 

( 2 ) R & D 購買力平価を 試算 

G D P 購買力平価の 計算法とデータを 十分活用し 、 R & D 購買力平価の 推計値 

を 得た。 R & D 購買力平価は 各国の研究開発に 対する 諸財 ・サービスの 実質投入 量 

を 比較可能とする 換算レートであ る。 

C 3 ) R & D 購買力平価は、 研究開発のコスト 比も表す。 企業の研究開発が 国際 

化する現在、 そのコスト分析など 諸方面で利用の 可能性があ る。 
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( 注 ) なお 「購買力平価」 とは各国で同様な 財を購入したときに、 支払われる金 

額の比から計算される 通貨の換算レートであ る。 

O E C D の算定では、 3 0 0 0 余りの商品の 価格比を平均することによって、 
G D P についての購買力平価が 求められている。 但し、 商品によって、 売 」 こ 高は 

異なるので、 商品の売上高によって 重みをつける 加重平均をしている。 したがっ 

て 、 算定にどのような 範囲の商品を 用いるかによって、 購買力平価は 異なる。 ㍾ 

買力 平価主として、 国連、 0 E C D 等で開発されてきた。 本稿では -, 般に使われ 

るこの購買力平価を 「 0 E C D の購買力平価」 または 「 G D P ( に対する ) 購買 

力 平価」 と呼んで、 ここで開発した R & D 購買力平価と 区別する。 
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